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1.  平成25年1月期の連結業績（平成24年2月1日～平成25年1月31日） 

※平成25年１月期より連結財務諸表を作成しているため、平成24年１月期の数値及び対前期増減率は記載しておりません。また、平成25年１月期の自己資本
当期純利益率及び総資産経常利益率の算出における期首の数値は、それぞれ個別自己資本及び個別総資産を使用しております。 

(2) 連結財政状態 

※平成25年１月期より連結財務諸表を作成しているため、平成24年１月期は記載しておりません。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

※平成25年１月期より連結財務諸表を作成しているため、平成24年1月期は記載しておりません。  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年1月期 278,662 ― 25,679 ― 24,940 ― 16,182 ―
24年1月期 ― ― ― ― ― ― ― ―
（注）包括利益 25年1月期 16,196百万円 （―％） 24年1月期 ―百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年1月期 566.57 ― 25.2 16.0 9.2
24年1月期 ― ― ― ― ―
（参考） 持分法投資損益 25年1月期  ―百万円 24年1月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年1月期 185,813 71,579 38.4 2,496.30
24年1月期 ― ― ― ―
（参考） 自己資本  25年1月期  71,299百万円 24年1月期  ―百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年1月期 △29,125 586 22,232 20,135
24年1月期 ― ― ― ―

2.  配当の状況 

※平成25年１月期より連結財務諸表を作成しているため、平成24年１月期の配当性向（連結)及び純資産配当率（連結）は記載しておりません。また、平成25年
１月期の純資産配当率（連結）の算出における期首の数値は、個別１株当たり純資産を使用しております。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年1月期 ― 35.00 ― 35.00 70.00 1,999 ― ―
25年1月期 ― 40.00 ― 40.00 80.00 2,284 14.1 3.6
26年1月期(予想) ― 60.00 ― 60.00 120.00 17.8

3. 平成26年 1月期の連結業績予想（平成25年2月1日～平成26年1月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 152,000 16.8 13,900 26.1 13,300 24.3 8,700 18.8 304.60
通期 346,200 24.2 31,000 20.7 30,000 20.3 19,300 19.3 675.72



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

※詳細は、添付資料P.17「会計方針の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年1月期 28,562,280 株 24年1月期 28,562,280 株
② 期末自己株式数 25年1月期 141 株 24年1月期 118 株
③ 期中平均株式数 25年1月期 28,562,161 株 24年1月期 28,562,162 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成25年1月期の個別業績（平成24年2月1日～平成25年1月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年1月期 241,437 10.3 22,648 11.5 22,030 11.0 12,975 11.7
24年1月期 218,838 4.3 20,310 △14.9 19,856 △15.5 11,615 △16.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

25年1月期 454.30 ―
24年1月期 406.69 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年1月期 169,095 68,092 40.3 2,384.03
24年1月期 125,205 57,247 45.7 2,004.30
（参考） 自己資本 25年1月期  68,092百万円 24年1月期  57,247百万円

2. 平成26年 1月期の個別業績予想（平成25年2月1日～平成26年1月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きが
実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当っての注意事項等については、決算短信（添付資料）p.2「経営成績に関する分析」をご覧ください。 
 
・当社は平成24年12月25日に株式会社飯田産業、株式会社東栄住宅、タクトホーム株式会社、株式会社アーネストワン及びアイディホーム株式会社と「経営統
合に関する基本合意書」を締結いたしました。詳細につきましては、平成24年12月25日公表の「経営統合に関する基本合意書の締結について」をご覧ください。
なお、上記平成26年１月期の配当予想、連結業績予想及び個別業績予想につきましては、現在の組織を前提に算定しており、経営統合による影響は見込んで
おりません。 

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 128,600 12.8 11,600 20.2 7,000 23.3 245.08
通期 298,200 23.5 26,700 21.2 16,200 24.8 567.18
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(1)経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要等が下支えとなったものの、欧州をはじめとする

世界景気の減退等を背景として弱含みで推移していましたが、年度末には政権交代による金融緩和等への期待から、

株価が回復するなど明るい兆しも見られました。 

当不動産業界におきましては、引き続き低金利の住宅ローンの後押しもあり、底堅く推移しておりますが、一方で

低価格帯の物件を中心に、他社との競争が厳しい環境にあります。 

このような情勢の中、当社グループにおきましては、徹底した原価管理と品質向上に努め、より多くのお客様に高

品質の住宅を低価格で供給することに注力してまいりました。 

また、当連結会計年度より請負工事事業の業容拡大、スケールメリットによる収益力の向上等を図るべく、城南建

設㈱を子会社化しております。 

これらの結果、当連結会計年度における売上高は 百万円となりました。営業利益は 百万円、経常利

益は 百万円、当期純利益は 百万円となりました。 

 セグメント別の業績は、次のとおりになります。  

  

（次期の見通し） 

わが国経済は、円高是正、デフレからの早期脱却と景気回復に向けた各種金融政策が打ち出されており、企業マイ

ンドの改善にも支えられ、次第に景気回復へ向かうことが期待されております。 

当不動産業界におきましては、株価上昇など経済の停滞感に変化の兆しが見受けられ、住宅購入マインドの改善が

期待される一方、雇用・所得環境の改善など、実体経済への波及等の先行きは注意が必要であります。  

このような環境の中、各エリアの需給バランスを考え、お客様のニーズにあった高品質で低価格の商品を開発、提

供し、また物件の内容を厳選、徹底した原価管理を行い、安定かつ確実な収益確保に努めてまいります。 

次期の業績につきましては、例年以上に在庫の確保が順調に推移しており、売上高は 百万円（当連結会計

年度比24.2％増）、営業利益は 百万円（同20.7％増）、経常利益は 百万円（同20.3％増）、当期純利益

は 百万円（同19.3％増）を見込んでおります。  

なお、当社は平成24年12月25日開催の取締役会において、当社、株式会社飯田産業、株式会社東栄住宅、タクトホ

ーム株式会社、株式会社アーネストワン及びアイディホーム株式会社の６社における経営統合を行うことについての

基本合意書を締結することを決議し、同日、経営統合に関する基本合意書を締結いたしました。平成25年11月を目途

に持株会社への株式移転を行う計画で、現在統合準備を進めております。詳細につきましては、平成24年12月25日公

表の「経営統合に関する基本合意書の締結について」をご覧ください。なお、経営統合による影響は、現時点では見

込んでおりません。   

  

(2)財政状態に関する分析 

 ① 資産の部  

当連結会計年度末における総資産につきましては、 百万円となりました。なお、流動資産は 百万

円、固定資産は 百万円であります。 

流動資産の主な内訳は、現金及び預金 百万円、たな卸資産 百万円であります。 

固定資産の主な内訳は、有形固定資産 百万円、投資その他の資産 百万円であります。 

  

 ② 負債の部 

当連結会計年度末の総負債は 百万円となりました。なお、流動負債は 百万円、固定負債は 百

万円であります。 

流動負債の主な内訳は、工事未払金 百万円、短期借入金 百万円であります。 

固定負債の主な内訳は、長期借入金 百万円、退職給付引当金 百万円であります。 

１．経営成績・財政状態に関する分析

278,662 25,679

24,940 16,182

 セグメントの名称 金額（百万円） 内容  

戸建分譲事業   194,290
建売分譲 棟 百万円、土地分譲 区画 百万

円  

7,202 184,137 430 10,152

マンション分譲事業  38,625 マンション分譲 戸 1,162

請負工事事業  44,504

規格型注文住宅 棟 百万円、分譲住宅の販売に伴う追加

工事及びオプション工事 件 百万円、子会社による売

上高 百万円 

524 5,844

3,664 1,434

37,224

その他  1,242 分譲住宅販売時に付随して発生するサービスの提供等 

346,200

31,000 30,000

19,300

185,813 173,902

11,911

24,759 143,026

8,511 3,104

114,234 105,517 8,716

13,959 50,827

5,561 1,458
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③ 純資産の部  

当連結会計年度末の純資産は 百万円となりました。純資産の主な内訳は利益剰余金 百万円でありま

す。 

  

 ④ キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、 百万円となりまし

た。各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前当期純利益 百万円及び仕入債務の増加 百万円等による資金の獲得をしましたが、事業用

地を積極的に取得したことによりたな卸資産の増加 百万円及び法人税等の支払 百万円等により、営業活

動により使用した資金は 百万円となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

連結の範囲の変更を伴う城南建設㈱の株式の取得により 百万円の資金を獲得した一方、定期預金及び定期積

立金の預入による純支出 百万円等により、投資活動で獲得した資金は 百万円となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

前事業年度における配当金及び当連結会計年度における中間配当金の支払 百万円を行い、また一方、借入金

及び社債の純増 百万円等により、財務活動で獲得した資金は 百万円となりました。 

  

（注）当連結会計年度が連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期比較については、記載しておりません。 

  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移   

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い  

（注）１．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。  

２．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

３．有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

 ります。 

４．営業キャッシュ・フローはマイナスであるため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレ 

 スト・ガバレッジ・レシオは記載しておりません。  

  

(3)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主への利益還元を経営上の重要政策のひとつとして位置付けております。現在及び今後の事業収益をベ

ースに、将来の事業展開や経営環境の変化に対応するために必要な内部留保資金の確保などを総合的に勘案し、利益

還元を継続的かつ安定的に実施することに努めてまいります。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針と考えております。また、当社は機動

的な資本政策及び配当政策を図るため、剰余金の配当等を取締役会決議により行うことができる旨を定款で定めてお

ります。 

なお、内部留保資金は主として事業拡大のための事業用地の仕入資金としての使用を考えております。 

当期の配当につきましては、上記の方針に基づき、１株当たりの普通配当40円を中間時に実施し、また期末時に40

円の普通配当を実施することを予定しております。この結果、当連結会計年度の連結配当性向は ％となります。

また、平成26年１月期におきましては、上記の方針並びに通期の業績見通しから、１株当たりの年間配当額120円

（うち中間配当金60円）とさせていただくことを予定しております。 なお、平成26年１月期の配当予想につきまし

ては、現在の組織を前提に算定しております。経営統合に基づく新会社の配当予想については改めて発表する予定で

あります。 

  

71,579 64,772

20,135

25,312 7,103

53,909 8,234

29,125

1,089

550 586

2,142

24,383 22,232

    平成25年１月期 

自己資本比率 （％）  38.4

時価ベースの自己資本比率 （％）  59.5

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 （年）  －

インタレスト・カバレッジ・レシオ （倍）  －

14.1
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(4）事業等のリスク 

本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。  

  

 ① 消費者の需要動向について 

当社グループの事業である不動産販売事業の業績は、景気動向、金利動向、地価動向及び税制等に基づく購買者の

購入意欲や需要動向に影響を受けやすいため、景気の見通しの悪化や大幅な金利の上昇、地価の上昇、税制の変更等

があった場合には、購買者の購入意欲が減退し、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。また、不動産分譲事業におきましては、建物が完成する前に顧客と販売契約を結ぶことを基本方針としておりま

すが、未契約の完成物件が長期化すると消費者より売れ残りと判断され、また、１年以上経過すると未入居でも中古

物件扱いとなり価格の大幅引き下げによる対応を強いられるため、建物の工事進捗状況や販売経過時期等を総合的に

考慮しながら、消費者の需要動向を的確に捉えて価格判断をする必要があります。需要が極端に少なかったり、判断

を誤り長期化してしまった場合等は、採算が悪化する可能性があります。 

  

 ② 法的規制について 

当社グループは、「宅地建物取引業法」に基づき、宅地建物取引業者として国土交通大臣の免許を、「建設業法」

に基づき、建設業者としての国土交通大臣許可を、また、「建築士法」に基づき、当社の本社については一級建築士

事務所として都知事登録、子会社の本社については県知事登録を、その他当社の複数の支社・営業所等については二

級建築士事務所として、所在する府県知事登録を行っております。当社グループの主要な事業の継続には、これらの

免許、許可及び登録が必要となりますが、将来においてこれらの免許、許可及び登録に関連する法令が改正された場

合や、新たな法規制が設けられた場合、新たな義務や費用の発生等により、当社グループの業績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。 

また当社グループは、分譲用地の仕入から企画設計・施工・販売まで一貫した幅広い業務を行っていることから、

「宅地建物取引業法」、「建設業法」、「建築士法」、及びそれらの関連法令に加え、「建築基準法」、「都市計画

法」、「土地区画整理法」、「農地法」、「宅地造成等規制法」、「国土利用計画法」、「住宅の品質確保の促進等

に関する法律」、「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」、「消費者契約法」等様々な法的規制を受

けております。今後これらの法令が改廃された場合や新たな法的規制が設けられた場合にも、当社グループの事業に

影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ③ 住宅品質保証について 

住宅供給業者は、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」により、新築住宅の構造上主要な部分及び雨水の浸入

を防止する部分については住宅の引渡日から10年間、その他の部分については、「宅地建物取引業法」により住宅の

引渡日から最低２年間について瑕疵担保責任を負います。加えて「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法

律」により、住宅の瑕疵担保責任履行のための資力の確保が義務付けられております。 

「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」に定める資力確保の方法には、「保証金の供託」と「保険

加入」の2つの制度があります。当社の戸建住宅及び子会社の請負事業については「保証金の供託」制度を、マンシ

ョンについては「保険加入」制度を利用することにより、資力確保を行い、当社グループが提供する住宅に関し、そ

の保証責任を十分履行できるような体制を整えております。 

また、当社グループが提供する住宅は、住宅金融支援機構のフラット35Sの中間検査、完了検査、その他、民間企

業による建物検査を受け、品質の裏付けを得ております。  

以上のように、当社グループとしましては、保証体制の整備及び品質の確保のため、施工を充実させ、品質管理に

万全を期すとともに、販売後のクレーム等に関しましても十分に対応しておりますが、万一、当社グループの販売し

た物件に重大な瑕疵があることが判明した場合には、その直接的な原因が当社グループの責めに帰すべきものでない

場合であっても、売主としての瑕疵担保責任を負わなければならない場合があります。その結果として生じる、保証

工事費の増加や、信用の低下等により、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ④ 土地仕入について 

当社グループは、分譲用の事業用地の仕入に際して、立地条件、面積、地盤、周辺環境及び仕入価格等について事

前に十分調査し、その結果を踏まえて仕入を行っております。この事業用地の仕入れの成否によっては業績に多大な

影響を及ぼしますが、今後、他社との競争激化や情報収集の遅れ、不足や事業用地の仕入れには不可欠の専門知識を

有する人材の流出、不足等により、採算に合う土地の仕入が計画通りとならない場合には、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。 
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 ⑤ 外注先について 

当社グループは、戸建分譲において、工事部員が行う施工監理業務（品質・工程・コスト・安全の管理）を除いて

全て請負業者に分離発注を行い、外注しております。また、マンション分譲においては施工監理も含めてゼネコン、

設計事務所等に全てを外注しております。これにより、当社グループでは事業拡大に伴う人件費の抑制を図っており

ますが、施工面の大部分を外注に依存しているため、万が一、販売戸数の増加に伴って選定基準に合致する外注先を

十分に確保できない場合、外注先の経営不振により工期が遅延した場合等には、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。また、国内外の市場の動向等により、資材価格が上昇し、外注先の原材料調達状況に影響が及ん

だ場合、その状況を販売価格へ転嫁することが難しい場合には、外注費の上昇により当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

  

 ⑥ 販売方法について 

戸建分譲事業では、自社販売部門を設けておらず、不動産会社に委託、代理し、また、マンションの販売は販売代

理業者を通じて行っております。この販売方法により固定的な人件費及び広告宣伝費の肥大化を防止できるほか、不

動産会社が持つ情報を活用できるものと考えておりますが、販売を外部に依存しているため、他社との競合その他の

理由により、不動産会社が当社グループの物件を積極的に販売しなくなった場合には、業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

  

 ⑦ 借入金への依存度について 

当社グループは、建築資金及び事業用地の仕入資金は自己資金で賄える体制作りを行っておりますが、現状におき

ましては事業用地の仕入資金の一部を金融機関からの借入金によって調達しております。総資産に対する有利子負債

の比率が、平成25年１月期は35.4％と依存度につきまして大きくありませんが、金利情勢やその他の外的環境が変化

する局面や事業拡大に際しては有利子負債に依存する場合もあるため、支払利息の増加により当社グループの業績に

影響が及ぶ可能性があります。 

また、資金調達に際しては、案件ごとに金融機関に融資を打診し、融資の了解を得た後に各プロジェクトを進行さ

せておりますが、当社グループの信用力低下等何らかの理由により調達に制約を受けた場合には、当社グループの業

績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ⑧ 個人情報等の管理について 

当社グループは、物件をご購入いただいたお客様や事業を行う上で多数の取引先等の個人情報を保有しており、ま

た各種の経営情報等の内部情報を有しております。これらの情報管理については、管理体制の構築、システムのセキ

ュリティ対策の強化、社内規程の整備、社員教育の徹底等に努めておりますが、万が一、これらの情報が社外流出し

た場合には、信用失墜や損害賠償により業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ⑨ 営業地域が首都圏に集中していること等について 

当社は創業して以来、首都圏の１都６県(東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県、群馬県、茨城県、栃木県)を基盤と

して事業を拡大してまいりましたが、経営基盤の拡充を目的として、平成16年２月に仙台営業所を開設し、初めて地

方圏へ進出しました。その後、平成16年９月に名古屋支社を開設・平成17年８月に福岡営業所を開設・平成18年２月

に大阪支社を開設し全国の主要都市に営業店舗網の展開を図ってまいりました。しかしながら、当社には事業所が96

ヶ所ありますが、そのうち57事業所が首都圏にございます。また、子会社においても首都圏のみの営業所展開となっ

ております。よって、当該地域における地価動向、景気動向等が当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。  
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当社グループは、当社及び子会社である城南建設㈱並びに城南フィナンシャルサービス㈱の３社により構成されてお

りますが、当社で行っている戸建住宅の分譲を事業の中心としており、売上高の約70％を占めており、併せてマンショ

ン分譲、土地分譲、請負工事及びその他付随業務を展開しております。 

  

戸建分譲、マンション分譲、土地分譲、その他付随業務につきましては、平成23年１月期決算短信（平成23年３月８

日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略しております。 

  

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

 http://www.hajime-kensetsu.co.jp/ir 

（大阪証券取引所ホームページ（上場会社銘柄検索ページ）） 

 http://www.ose.or.jp/listed_company_info/description/search 

  

 請負工事事業につきましては、当連結会計年度において子会社化した城南建設㈱及び城南フィナンシャルサービス㈱

を請負工事事業に分類しております。 

  

(請負工事) 

当社グループの請負工事は、戸建住宅の建築請負、分譲住宅の販売に伴う追加工事、オプション工事及び子会社行

う事業であります。 

そのうち当社で行う「リーブルセレクト」というブランド名の請負工事は、戸建分譲で確立したノウハウを生か

し、基本プランから選択する方式を採用することにより、時間と手間をかけずにローコストの請負工事（規格型注文

住宅）を提供するものであります。 

 子会社の城南建設㈱においては、比較的自由度の高い注文住宅を取り扱っております。 

今後におきましては、土地の価格変動リスクを負わず、また、将来の人口減少、給与所得の伸び悩みによる既存住

宅の建替え需要を見込める事業のため、積極的に取り扱ってまいります。 

  

（注） 子会社による事業は、請負工事事業セグメントに分類しております。 

  

２．企業集団の状況
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(1)会社の経営の基本方針 

平成23年１月期決算短信（平成23年３月８日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略

しております。 

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

 http://www.hajime-kensetsu.co.jp/ir 

（大阪証券取引所ホームページ（上場会社銘柄検索ページ）） 

 http://www.ose.or.jp/listed_company_info/description/search 

  

(2)目標とする経営指標 

当社は株主価値及び企業価値の向上を図ることを目指しており、目標とする経営指標は次のとおりであります。 

  

（注）１．平成22年１月期から平成24年１月期の自己資本比率は単体、平成25年１月期の自己資本比率は連結で記

載しております。 

２．在庫回転率：365日／土地の仕入決済～物件のお客様への引渡しまでの日数 

  

(3)中長期的な会社の経営戦略 、(4）会社の対処すべき課題 

 平成23年１月期決算短信（平成23年３月８日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略

しております。 

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

 http://www.hajime-kensetsu.co.jp/ir 

（大阪証券取引所ホームページ（上場会社銘柄検索ページ）） 

 http://www.ose.or.jp/listed_company_info/description/search 

  

３．経営方針

目標とする経営指標  目標値 平成22年１月期 平成23年１月期 平成24年１月期 平成25年１月期

自己資本比率（注）１ 50％ ％37.6 ％42.5 ％ 45.7 ％38.4

在庫回転率（戸建）（注）２ 年３回転  2.5  2.7  2.3  2.2
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当連結会計年度 
(平成25年１月31日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 ※  24,759

販売用不動産 ※  39,354

仕掛販売用不動産 ※  89,924

未成工事支出金 13,747

貯蔵品 31

前渡金 2,130

前払費用 1,762

繰延税金資産 1,129

未収消費税等 466

その他 594

流動資産合計 173,902

固定資産  

有形固定資産  

建物 ※  5,520

減価償却累計額 △3,270

建物（純額） 2,250

構築物 549

減価償却累計額 △348

構築物（純額） 201

車両運搬具 372

減価償却累計額 △322

車両運搬具（純額） 49

工具、器具及び備品 941

減価償却累計額 △773

工具、器具及び備品（純額） 167

土地 ※  5,737

リース資産 58

建設仮勘定 46

有形固定資産合計 8,511

無形固定資産  

ソフトウエア 264

電話加入権 30

無形固定資産合計 294

投資その他の資産  

投資有価証券 1,061

出資金 6

長期貸付金 274

従業員に対する長期貸付金 23

繰延税金資産 933

差入敷金保証金 937

破産更生債権等 59

貸倒引当金 △214

長期前払費用 22

投資その他の資産合計 3,104

固定資産合計 11,911

資産合計 185,813
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（単位：百万円）

当連結会計年度 
(平成25年１月31日) 

負債の部  

流動負債  

支払手形 11,854

支払信託 7,281

工事未払金 13,959

短期借入金 ※  50,827

1年内償還予定の社債 ※  64

1年内返済予定の長期借入金 ※  9,346

リース債務 16

未払金 1,874

未払費用 660

未払法人税等 5,549

未払消費税等 337

前受金 3,098

預り金 369

前受収益 9

賞与引当金 268

流動負債合計 105,517

固定負債  

社債 ※  72

長期借入金 ※  5,561

リース債務 45

繰延税金負債 45

退職給付引当金 1,458

保証工事引当金 857

資産除去債務 548

その他 128

固定負債合計 8,716

負債合計 114,234

純資産の部  

株主資本  

資本金 3,298

資本剰余金 3,208

利益剰余金 64,772

自己株式 △0

株主資本合計 71,279

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 20

その他の包括利益累計額合計 20

少数株主持分 279

純資産合計 71,579

負債純資産合計 185,813
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

当連結会計年度 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成25年１月31日) 

売上高 278,662

売上原価 227,273

売上総利益 51,389

販売費及び一般管理費 ※1  25,709

営業利益 25,679

営業外収益  

受取利息 7

有価証券利息 7

受取配当金 2

受取違約金 27

採納助成金 28

受取収受金 5

その他 93

営業外収益合計 172

営業外費用  

支払利息 862

社債利息 1

その他 47

営業外費用合計 911

経常利益 24,940

特別利益  

固定資産売却益 34

負ののれん発生益 582

特別利益合計 617

特別損失  

固定資産除却損 ※2  23

減損損失 58

子会社株式売却損 164

特別損失合計 246

税金等調整前当期純利益 25,312

法人税、住民税及び事業税 9,561

法人税等調整額 △434

法人税等合計 9,127

少数株主損益調整前当期純利益 16,184

少数株主利益 1

当期純利益 16,182
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

当連結会計年度 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成25年１月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 16,184

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 12

その他の包括利益合計 ※  12

包括利益 16,196

（内訳）  

親会社株主に係る包括利益 16,194

少数株主に係る包括利益 1
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

当連結会計年度 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成25年１月31日) 

株主資本  

資本金  

当期首残高 3,298

当期末残高 3,298

資本剰余金  

当期首残高 3,208

当期末残高 3,208

利益剰余金  

当期首残高 50,732

当期変動額  

剰余金の配当 △2,142

当期純利益 16,182

当期変動額合計 14,040

当期末残高 64,772

自己株式  

当期首残高 △0

当期変動額  

自己株式の取得 △0

当期変動額合計 △0

当期末残高 △0

株主資本合計  

当期首残高 57,238

当期変動額  

剰余金の配当 △2,142

当期純利益 16,182

自己株式の取得 △0

当期変動額合計 14,040

当期末残高 71,279

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金  

当期首残高 8

当期変動額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12

当期変動額合計 12

当期末残高 20

その他の包括利益累計額合計  

当期首残高 8

当期変動額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12

当期変動額合計 12

当期末残高 20
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（単位：百万円）

当連結会計年度 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成25年１月31日) 

少数株主持分  

当期首残高 －

当期変動額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 279

当期変動額合計 279

当期末残高 279

純資産合計  

当期首残高 57,247

当期変動額  

剰余金の配当 △2,142

当期純利益 16,182

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 291

当期変動額合計 14,332

当期末残高 71,579

一建設㈱（3268）平成25年１月期 決算短信（連結）

- 13 -



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当連結会計年度 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成25年１月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益 25,312

減価償却費 570

減損損失 58

負ののれん発生益 △582

子会社株式売却損益（△は益） 164

引当金の増減額（△は減少） 129

受取利息及び受取配当金 △16

支払利息 864

固定資産売却損益（△は益） △34

固定資産除却損 23

たな卸資産の増減額（△は増加） △53,909

前渡金の増減額（△は増加） △847

未払消費税等の増減額（△は減少） △225

その他の流動資産の増減額（△は増加） △84

仕入債務の増減額（△は減少） 7,103

その他の流動負債の増減額（△は減少） 338

前受金の増減額（△は減少） 921

その他 213

小計 △20,000

利息及び配当金の受取額 16

利息の支払額 △907

法人税等の支払額 △8,234

営業活動によるキャッシュ・フロー △29,125

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金及び定期積金の預入による支出 △7,088

定期預金及び定期積金の払戻による収入 6,538

子会社株式の売却による収入 113

投資有価証券の取得による支出 △438

有形固定資産の取得による支出 △362

有形固定資産の売却による収入 436

無形固定資産の取得による支出 △24

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

1,089

その他 322

投資活動によるキャッシュ・フロー 586

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 21,750

長期借入れによる収入 14,260

長期借入金の返済による支出 △11,362

社債の償還による支出 △264

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △9

自己株式の取得による支出 △0

配当金の支払額 △2,142

財務活動によるキャッシュ・フロー 22,232

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,306

現金及び現金同等物の期首残高 26,441

現金及び現金同等物の期末残高 ※  20,135
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該当事項はありません。 

   

① 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数  ２社  

主要な連結子会社の名称  

 城南建設㈱ 

  

② 持分法の適用に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

③ 連結子会社の事業年度に関する事項  

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

  

④ 会計処理基準に関する事項 

(a)重要な資産の評価基準及び評価方法 

ⅰ.有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。 

・時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

満期保有目的の債券  

 償却原価法（定額法）を採用しております。  

ⅱ.たな卸資産 

販売用不動産、仕掛販売用不動産、未成工事支出金 

 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。 

貯蔵品 

 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。 

  

(b)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

ⅰ.有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用しております。但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物           10～50年 

構築物          10～35年 

車両運搬具        ２～６年 

工具、器具及び備品    ３～20年 

ⅱ.無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。なお、ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。 

ⅲ.リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年１月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
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(c)重要な引当金の計上基準 

ⅰ.貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

ⅱ.賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上してお

ります。 

ⅲ.退職給付引当金 

当社については、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、当連結会計年度の発生額を翌連結会計年度に一括費用処理する方法によっておりま

す。 

ⅳ.保証工事引当金 

 建築物の引渡後の瑕疵による損失及び保証サービス費用を補填するため、過去の分譲建物に係る補修費等

の実績等を基準として将来の当社負担見込額を計上しております。 

  

(d)重要な収益及び費用の計上基準 

工期のごく短いもの等については工事完成基準を適用し、その他の工事で当連結会計年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用し

ております。  

  

(e)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

  

(f)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

 ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生連結会計年度の期間費用としております。 

   

減価償却方法の変更  

 法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後

法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 なお、この変更による損益への影響は軽微であります。 

  

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日）及び「退職給付に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日）  

① 概要 

(a)連結貸借対照表上での取扱い 

 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務債務を、税効果を調整の上、純資産の部（その他の包括利益累

計額）に計上することとし、積立状況を示す額をそのまま負債（または資産）として計上することになりま

す。 

(b)連結損益計算書及び連結包括利益計算書上での取扱い 

 数理計算上の差異及び過去勤務債務の当期発生額のうち、費用処理されない部分については、その他の包括

利益に含めて計上し、その他の包括利益累計額に計上されている未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務

債務のうち、当期に費用処理された部分についてはその他の包括利益の調整（組替調整）を行うことになりま

す。 

② 適用予定日 

平成26年２月１日以降開始する連結会計年度の期末から適用 

③ 当該会計基準等の適用による影響 

連結財務諸表に与える影響は、主として数理計算上の差異を発生時に認識するため純資産が減少する見込で

すが、影響額については現時点で見積ることは困難であります。  

(7）会計方針の変更

(8）未適用の会計基準等
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（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）  

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

  

※ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりであります。 

上記には、抵当権の登記を留保されている販売用不動産9,812百万円、仕掛販売用不動産15,406百万円が含ま

れております。 

      

上記に対応する担保付債務は、次のとおりであります。 

上記のほか、住宅瑕疵担保履行法に基づく住宅販売瑕疵担保保証金 百万円（投資有価証券 百万円、差入

敷金保証金 百万円）、宅地建物取引業法に基づく営業保証金（投資有価証券 百万円、差入敷金保証金 百

万円）を供託しております。  

   

(9）追加情報

(10）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

  
当連結会計年度 

（平成25年１月31日） 

定期預金 百万円 40

販売用不動産  16,806

仕掛販売用不動産  41,490

建物  1,220

土地  2,458

計  62,015

  
当連結会計年度 

（平成25年１月31日） 

短期借入金 百万円 36,137

１年内償還予定の社債  64

１年内返済予定の長期借入金   9,329

長期借入金  5,498

社債  72

 計  51,101

634 612

22 235 32
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※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

  

   

当連結会計年度（自  平成24年２月１日  至  平成25年１月31日） 

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  

（連結損益計算書関係）

当連結会計年度 
（自 平成24年２月１日 
至 平成25年１月31日） 

 販売手数料 百万円 8,469

 広告宣伝費  3,590

 従業員給料及び手当  5,824

 賞与引当金繰入額  226

当連結会計年度 
（自 平成24年２月１日 
至 平成25年１月31日） 

 建物 百万円 12

 車両運搬具  0

 工具器具備品  10

計  23

（連結包括利益計算書関係）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 百万円19

組替調整額  －

税効果調整前  19

税効果額  △6

その他有価証券評価差額金  12

その他の包括利益合計  12
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当連結会計年度（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加23株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 (2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

※２ 当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに城南建設㈱及び城南フィナンシャルサービス㈱を連結したことに伴う連結開始時の資産

及び負債の内訳並びに城南建設㈱の取得価額と城南建設㈱取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであり

ます。 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期首
株式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式         

普通株式  28,562,280  －  －   28,562,280

合計  28,562,280  －  －  28,562,280

自己株式         

普通株式 （注）  118  23   141

合計  118  23  －  141

 （決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年３月12日 

取締役会  
普通株式  999  35 平成24年１月31日 平成24年４月25日

平成24年９月10日 

取締役会  
普通株式  1,142  40 平成24年７月31日 平成24年10月９日

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成25年３月11日 

取締役会  
普通株式  1,142 利益剰余金  40 平成25年１月31日 平成25年４月24日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
当連結会計年度 

（自 平成24年２月１日 
至 平成25年１月31日） 

現金及び預金勘定 百万円 24,759

預入期間が３か月を超える定期預金  △4,624

現金及び現金同等物  20,135

流動資産 百万円 8,562

固定資産  6,038

流動負債  △9,833

固定負債  △1,877

負ののれん  △582

少数株主持分  0

子会社株式の取得価額  2,307

子会社の現金及び現金同等物  △3,396

差引：子会社取得のための支出  △1,089
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取得による企業結合 

１．企業結合の概要 

(1)被取得企業の名称及び事業の内容 

 被取得企業の名称 城南建設株式会社 

 事業の内容    建築工事請負、建売分譲、不動産仲介  

  

(2)企業結合を行った主な理由 

城南建設株式会社は、一次取得者向けの注文住宅を主力事業に建築条件付戸建分譲等を展開しております。

当社は平成22年２月から本格的に請負工事（規格型注文住宅）事業を開始しており、同社の株式の取得は、規

格型以外の注文住宅の商品力及び営業力の獲得となり、当社の請負工事事業の業容拡大に寄与するものと考え

ております。また、当社の戸建分譲事業にもシナジー効果が期待でき、更に収益力を向上させることができる

ものと考えております。 

  

(3)企業結合日 

 平成24年２月１日  

  

(4)企業結合の法的形式 

 現金を対価とする株式取得 

  

(5)結合後の企業の名称 

 城南建設株式会社 

  

(6)取得した議決権比率   

  

(7)取得企業を決定するに至った根拠 

 当社が現金を対価とした株式取得により、城南建設株式会社の議決権の過半数を取得したため。 

  

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

 平成24年２月１日から平成25年１月31日  

  

３．被取得企業の取得原価及びその内訳   

 取得の対価 現金   2,306百万円  

  

４．負ののれん発生益の金額及び発生原因   

(1)負ののれん発生益の金額   582百万円  

(2)発生原因 

 企業結合時の時価純資産が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれんとして認識しております。 

  

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

  

（企業結合等関係）

企業結合前に所有していた議決権比率 00.0％

取得した議決権比率 99.9％

取得後の議決権比率 99.9％

  流動資産 百万円8,562

  固定資産    6,038

 資産合計    14,601

  流動負債    △9,833

  固定負債     △1,877

 負債合計    △11,711
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(1)報告セグメントの概要  

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。 

当社グループは、主に戸建分譲事業、マンション分譲事業及び請負工事事業を行っており、取り扱う製品につ

いて国内の包括的な戦略を立案し、製品別に事業活動を展開しております。従いまして「戸建分譲事業」、「マ

ンション分譲事業」、「請負工事事業」の３つを報告セグメントとしております。 

「戸建分譲事業」は、建売分譲及び土地分譲を行っております。また、「マンション分譲事業」はマンション

分譲を、「請負工事事業」は戸建住宅の建築請負、分譲住宅の販売に伴う追加工事及びオプション工事、子会社

による事業を行っております。  

  

(2)報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。  

  セグメント利益は、連結財務諸表の経常利益と一致しております。 

 セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。  

  

(3)報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 当連結会計年度（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日） 

 （単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、分譲住宅販売時に付随し

て発生するサービスの提供等を含んでおります。 

      ２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等によるものであります。  

   ３．セグメント利益は、経常利益と一致しております。 

   ４．資産及び負債については、事業セグメントに配分しておりません。  

   

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報  

 当連結会計年度（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日） 

   

３．報告セグメントごとの負のれん発生益に関する情報 

 当連結会計年度において、「請負工事事業」セグメントにおいて城南建設㈱の株式取得による負ののれん発生益

が生じております。なお、当該事象による負ののれん発生益の計上額は 百万円であります。  

   

（セグメント情報等）

１．セグメント情報

  
報告セグメント  

その他 

（注）１ 

  

合計 

  

  

調整額 

（注）２ 

連結 

損益計算書

計上額 

 （注）３

戸建 

分譲事業 

マンション 

分譲事業 

請負工事 

事業  
計 

売上高 

外部顧客への売上高 

 

 194,290

 

 38,625  44,504  277,420  1,242

 

 278,662

 

  －  278,662

セグメント間の内部

売上高又は振替高  
 －  －  184  184  －  184   △184  －

計  194,290  38,625  44,688  277,604  1,242  278,847   △184  278,662

セグメント利益   16,177  3,699   3,906   23,783  1,148   24,931   9  24,940

  戸建分譲事業 
マンション 

分譲事業 
請負工事事業 その他 全社・消去 合計 

減損損失  －  －  58  －  －  58

582
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関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主 

当連結会計年度（自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日） 

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

   ２．上記取引は、連名で契約、取引がなされております。  

３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

物件購入価額については、不動産鑑定士の鑑定価格等を参考に決定しております。 

４．取引条件及び取引条件の決定方針等 

  第三者機関が行いましたＤＣＦ法及び類似会社比較法による株価算定結果、純資産（簡易）方式によ

る算定、財務及び法務デューデリジェンスの結果等を総合的に勘案し、算出したものであります。 

  

  

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま 

せん。 

  ２．１株当たり当期純利益額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

 （重要な後発事象）  

   該当事項はありません。  

（関連当事者情報）

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（百万円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
（百万円） 科目 

期末残高
（百万円）

役員  

飯田一男 

飯田和美 

(注）２  

－      － 

当社代表取

締役会長及

び配偶者 

（被所有） 

直接 5.0  
物件の購入 物件の購入 

 

 

(注）３ 

1,778  －     －

子会社 

役員  
黒羽秀朗  －    － 

子会社代表

取締役社長
   － 

子会社株式

の取得  

子会社株式

の取得  

 

(注）４ 

66
 － －

役員 堀口忠美  －    －  
当社代表取

締役社長 

（被所有） 

直接 1.0 

子会社株式

の取得  

子会社株式

の取得  

 

(注）４ 

25
 － －

役員 若林英明  －    －  
当社専務取

締役  

（被所有） 

直接 0.4 

子会社株式

の取得  

子会社株式

の取得 

 

(注）４ 

11
 － －

（１株当たり情報）

  
当連結会計年度 

（自 平成24年２月１日 
至 平成25年１月31日） 

１株当たり純資産額 円 2,496.30

１株当たり当期純利益金額 円 566.57

  
当連結会計年度 

（平成25年１月31日） 

当期純利益金額（百万円）  16,182

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円）  16,182

期中平均株式数（千株）  28,562
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年１月31日) 

当事業年度 
(平成25年１月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 30,441 19,691

販売用不動産 16,907 36,046

仕掛販売用不動産 60,821 85,187

未成工事支出金 7,248 12,107

貯蔵品 13 13

前渡金 1,139 1,864

前払費用 1,356 1,634

繰延税金資産 531 1,120

未収消費税等 － 466

その他 247 284

流動資産合計 118,706 158,417

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,396 1,389

減価償却累計額 △822 △826

建物（純額） 574 562

構築物 4 4

減価償却累計額 △3 △4

構築物（純額） 0 0

車両運搬具 324 372

減価償却累計額 △269 △322

車両運搬具（純額） 55 49

工具、器具及び備品 545 566

減価償却累計額 △389 △470

工具、器具及び備品（純額） 155 95

土地 3,378 3,378

建設仮勘定 2 18

有形固定資産合計 4,166 4,104

無形固定資産   

ソフトウエア 348 231

電話加入権 18 18

無形固定資産合計 366 249

投資その他の資産   

投資有価証券 601 826

関係会社株式 － 2,194

出資金 6 6

長期貸付金 1 2,001

従業員に対する長期貸付金 0 －

破産更生債権等 11 23

長期前払費用 12 7

繰延税金資産 1,005 925

差入敷金保証金 337 363

貸倒引当金 △11 △23

投資その他の資産合計 1,965 6,324

固定資産合計 6,498 10,678

資産合計 125,205 169,095
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年１月31日) 

当事業年度 
(平成25年１月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 8,024 11,854

支払信託 7,182 7,281

工事未払金 9,363 11,816

短期借入金 28,853 45,682

1年内償還予定の社債 200 －

1年内返済予定の長期借入金 3,915 7,893

未払金 1,373 1,487

未払費用 146 164

未払法人税等 4,261 5,544

未払消費税等 93 －

前受金 1,441 1,701

預り金 366 366

前受収益 3 2

賞与引当金 236 235

流動負債合計 65,462 94,031

固定負債   

長期借入金 832 5,128

退職給付引当金 1,338 1,458

保証工事引当金 200 259

その他 125 125

固定負債合計 2,496 6,970

負債合計 67,958 101,002

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,298 3,298

資本剰余金   

資本準備金 3,208 3,208

資本剰余金合計 3,208 3,208

利益剰余金   

利益準備金 54 54

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 50,677 61,510

利益剰余金合計 50,732 61,565

自己株式 △0 △0

株主資本合計 57,238 68,072

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 8 20

評価・換算差額等合計 8 20

純資産合計 57,247 68,092

負債純資産合計 125,205 169,095
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成24年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成25年１月31日) 

売上高   

不動産分譲売上 211,454 232,916

請負工事収入 5,994 7,279

その他不動産収入 1,388 1,242

売上高合計 218,838 241,437

売上原価   

不動産分譲原価 178,499 193,886

請負工事原価 4,324 5,245

その他原価 13 10

たな卸資産評価損(△は戻入) 299 904

保証工事引当金繰入額 49 58

売上原価合計 183,185 200,105

売上総利益 35,653 41,332

販売費及び一般管理費   

販売手数料 6,010 8,435

広告宣伝費 1,603 2,240

支払手数料 127 108

役員報酬 117 114

従業員給料及び手当 2,766 2,897

賞与 484 529

賞与引当金繰入額 148 145

退職給付費用 126 111

法定福利費 502 537

福利厚生費 17 14

減価償却費 300 243

賃借料 310 310

租税公課 1,431 1,612

管理諸費 249 225

その他 1,146 1,157

販売費及び一般管理費合計 15,342 18,684

営業利益 20,310 22,648

営業外収益   

受取利息 1 32

有価証券利息 6 7

受取配当金 4 2

受取違約金 41 20

採納助成金 10 26

受取収受金 14 5

その他 54 54

営業外収益合計 133 148
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成24年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成25年１月31日) 

営業外費用   

支払利息 510 719

社債利息 1 －

その他 74 46

営業外費用合計 587 766

経常利益 19,856 22,030

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 31 －

固定資産除却損 5 14

特別損失合計 36 14

税引前当期純利益 19,820 22,016

法人税、住民税及び事業税 8,169 9,556

法人税等調整額 34 △515

法人税等合計 8,204 9,041

当期純利益 11,615 12,975
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成24年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成25年１月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 3,298 3,298

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,298 3,298

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 3,208 3,208

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,208 3,208

資本剰余金合計   

当期首残高 3,208 3,208

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,208 3,208

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 54 54

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 54 54

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 41,346 50,677

当期変動額   

剰余金の配当 △2,284 △2,142

当期純利益 11,615 12,975

当期変動額合計 9,330 10,833

当期末残高 50,677 61,510

利益剰余金合計   

当期首残高 41,401 50,732

当期変動額   

剰余金の配当 △2,284 △2,142

当期純利益 11,615 12,975

当期変動額合計 9,330 10,833

当期末残高 50,732 61,565

自己株式   

当期首残高 △0 △0

当期変動額   

自己株式の取得 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 △0 △0
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成24年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成25年１月31日) 

株主資本合計   

当期首残高 47,907 57,238

当期変動額   

剰余金の配当 △2,284 △2,142

当期純利益 11,615 12,975

自己株式の取得 － △0

当期変動額合計 9,330 10,833

当期末残高 57,238 68,072

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 1 8

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 7 12

当期変動額合計 7 12

当期末残高 8 20

評価・換算差額等合計   

当期首残高 1 8

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 7 12

当期変動額合計 7 12

当期末残高 8 20

純資産合計   

当期首残高 47,908 57,247

当期変動額   

剰余金の配当 △2,284 △2,142

当期純利益 11,615 12,975

自己株式の取得 － △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 7 12

当期変動額合計 9,338 10,845

当期末残高 57,247 68,092
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(1)役員の異動 

    役員の異動につきましては、開示内容が定まった時点で開示いたします。 

  

(2)その他 

  該当事項はありません。  

  

  

  

販売の状況  

当第４四半期連結会計期間の販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。 

（注） １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．子会社の件数は、請負の建物を建築した棟数を記載しており、金額には、建築条件付土地分譲等の金額も

含んでおります。 

  

６．その他

７．補足情報

   

 セグメントの名称 

  

当第４四半期連結会計期間 
（自 平成24年11月１日 
至 平成25年１月31日）   

 件数  金額（百万円）  

１．戸建分譲           

 (1)建売分譲 棟 1,957  52,000

 (2)土地分譲 区画 123  3,004

２．マンション分譲 戸 338  12,116

３．請負工事      

 (1)当社 件 1,606  2,403

 (2)子会社   （注２） 棟 438  11,927

報告セグメント計 －   81,541

４．その他 －  301

合 計 －  81,752
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